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1.  本提⾔の位置づけ  

1.1.  本提⾔の背景 

1.1.1.  政策的・社会的・技術的背景 

近年、気候変動による病害⾍・雑草の発⽣パターンの変化や、薬剤抵抗性の発達、難防除病害⾍の
多発など、病害⾍・雑草管理を取り巻く環境は年々厳しくなっている。また、持続的な⾷料システム
の構築に向け、⾷料・農林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の両⽴をイノベーションで実現させるため、
令和３年５⽉に策定された農林⽔産省「みどりの⾷料システム戦略」において、スマート防除技術
体系の活⽤や、リスクの⾼い農薬からリスクのより低い農薬への転換を段階的に進めつつ、化学農
薬のみに依存しない総合的な病害⾍管理体系の確⽴・普及等を図ることに加え、従来の化学農薬に
代わる新規農薬等の開発により、2050 年までに化学農薬の使⽤量（リスク換算）を 50%低減するこ
とが⽬標に掲げられている。 

このように、環境負荷を低減し、様々な病害⾍や雑草に対応していくには、化学農薬のみに依存
しない予防的措置を重視した総合防除（総合的な病害⾍・雑草管理）の推進が不可⽋である。そこ
で、病害⾍の国内外における発⽣の状況等に対応して植物防疫を的確に実施するため、令和４年５
⽉２⽇に公布された「植物防疫法の⼀部を改正する法律」（令和４年法律第 36 号）においては、指
定有害動植物の総合防除を推進するための仕組み（農林⽔産⼤⾂が基本的な指針を定め、都道府県
知事が基本指針を踏まえた地域の実情に応じた計画を定める等）が構築されたところである1。更に、
この改正植物防疫法に基づく、病害⾍が発⽣しにくい⽣産条件の整備や、病害⾍の発⽣予測も組み
合わせた総合防除の推進のほか、化学農薬を使⽤しない有機農業の⾯的拡⼤の取組を通じて、化学
農薬のリスク換算での使⽤量の近年の減少傾向を⼀層推し進めることにより、「みどりの⾷料シス
テム戦略」の化学農薬使⽤量（リスク換算）に係る 2030 年中間⽬標：10％低減の達成を⽬指すこと
とされている。 

⼀⽅で、総合防除は、予防、判断、防除の観点から様々な防除⽅法を経済性を考慮しつつ組み合わ
せることから、個々の防除法の効果が分かりづらい、コスト等の⽣産性に関するメリットが明瞭で
ないといった意⾒もある。これに対応するには、圃場の状況や栽培する作物、防除に関する取組内
容やその効果といったデータを適切に取得し、防除効果や⽣産性に係るデータ管理、圃場及び地域
単位での被害要因解析や防除効果の検証等が必要と考えられる。 

他⽅、「⾷料・農業・農村基本計画」（令和 2 年 3 ⽉閣議決定）では、今後の農業者の⾼齢化や
労働⼒不⾜に対応しつつ、⽣産性を向上させ、農業を成⻑産業にしていくためには、デジタル技術
の活⽤により、データ駆動型の農業経営を通じて消費者ニーズに的確に対応した価値を創造・提供
していく、新たな農業への変⾰（農業のデジタルトランスフォーメーション（農業 DX））を実現す
ることが不可⽋とされており、令和 4 年 12 ⽉に閣議決定された「デジタル⽥園都市国家構想総合戦
略」においても、2025 年までに農業の担い⼿のほぼ全てがデータを活⽤した農業を実践することが、
スマート農林⽔産業・⾷品産業に係る⽬標の１つとして掲げられている。また、農林⽔産省は、農地

 
1  改正植物防疫法は、令和５年４⽉１⽇施⾏。 
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の区画情報をデジタル化した「筆ポリゴン」をホームページ上に公開し、営農管理ソフト等を通し
たデータ利活⽤の促進を図っており、実際にいくつかの IT ベンダー等は、この筆ポリゴンデータを
営農管理ソフトに取り⼊れ、圃場単位のデータ管理に活⽤し始めている2。 

こうした ICT やデジタル化の進展を踏まえ、植物防疫法（昭和 25 年法律第 51 号）の⼀部改正に
先⽴って⾏われた農林⽔産省「植物防疫の在り⽅に関する検討会」における中間論点整理（令和 3 年
6 ⽉ 30 ⽇）では、総合防除の推進の観点から、農業者が、総合的病害⾍管理3の取組による中⻑期的
なメリットやコストを勘案し、経営判断として営農活動に取り⼊れることができるよう、総合的病
害⾍管理の推進の必要性、具体的取組等に関する農業者向け情報発信を⾏うとともに、経営管理ソ
フト等を活⽤した圃場単位での病害⾍・雑草被害の要因解析や防除効果の検証など防除の⾒える化、
実証等を通じた防除効果や⽣産性に係るデータの提供等を推進する必要がある旨が⽰された。また、
効果的な防除指導のための環境整備の観点から、農薬・農機メーカーや IT ベンダーが、専⾨的な
知識を活かして、有効な薬剤や散布⽅法など新しい防除技術等の開発・実装を推進している状況も
踏まえ、都道府県等が円滑に防除指導を⾏えるよう、AI、ICT、経営管理ソフト等の新しい技術の積
極的な活⽤や、こうした⺠間企業との連携強化を進めていくことの重要性も⽰された。 

しかしながら、これまでのところ、営農管理ソフトの利活⽤は耕作者、品⽬、品種、作業内容の記
録といった⽣産情報の管理が中⼼であり、農業者による主体的な病害⾍・雑草防除に関するデータ
の取得や、得られたデータに基づく防除対策への利活⽤はできていないのが現状である。 

 

1.1.2.  令和 3 年度における提⾔の概要 

そこで、筆ポリゴンやデータを活⽤した総合防除（総合的病害⾍管理）の在り⽅と実現⽅法につ
いて協議するため、令和 3 年度に「筆ポリゴンを活⽤した総合的病害⾍管理⼿法の検証・分析に向
けた調査」が実施された。 

同調査では、有識者検討会を組成し、①データを活⽤した総合的病害⾍管理の PDCA の在り⽅（デ
ータ活⽤の必要性、PDCA の考え⽅、メリット、評価モデル）、②総合的病害⾍管理に係る標準デ
ータ⼊⼒項⽬の作成（畑作、⽔稲、果樹）、③標準データ⼊⼒項⽬のデータの取扱い⽅の留意点、④
データを活⽤した総合的病害⾍管理の発展可能性、⑤データを活⽤した総合的病害⾍管理の課題と
⽅向性について検討され、「筆ポリゴン及びデータを活⽤した総合的病害⾍管理における提⾔」（令
和 4 年 3 ⽉。以降、令和 3 年度提⾔）として整理されたところである。しかしながら、当該提⾔で
は、特に病害⾍・雑草防除におけるデータ利活⽤の在るべき姿や評価モデル、標準データ⼊⼒項⽬
等の検討に焦点を置いたため、実際の営農管理ソフトにおける病害⾍・雑草防除に資する機能や活
⽤⽅法、ユーザーの声を⼗分に反映できておらず、さらなる具体的な事例の提⽰や、農業現場から
みたメリットや課題の整理が必要であった。 

 
2  例えば、JA 全農が提供する「Z‐GIS」は、筆ポリゴンと連携し農業者団体及び農業者が農地毎に営農情報等

を⼊⼒できるソフトであり、複数の産地で営農管理の改善や営農指導に活⽤されている。 

（参考）活⽤ガイド：https://z‐gis.net/99/usage/index.html 

3  本提⾔書では、参照資料に基づき「総合的病害⾍管理」の表現をそのまま記載しているが、改正植物防疫
法における「総合防除」と同義である。（以下同じ。1.3.  ⽤語説明も参照。） 
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1.2.  本提⾔の⽬的 

そこで、令和４年度は、「筆ポリゴン等のデータを活⽤した病害⾍の総合防除の調査・実証」とし
て、産地や農業者に筆ポリゴンやデータを活⽤した総合防除の関⼼を拡げ、データの利活⽤の実践
を促し、筆ポリゴンを活⽤した⾯的な総合防除の推進を図るとともに、併せて営農管理ソフトを開
発するベンダーにおいても総合防除に資するサービス開発の更なる促進が図られることを期待して、
複数の営農管理ソフトベンダー及び産地、農業者の協⼒のもと、筆ポリゴンやデータを活⽤した総
合防除のモデル事例を作成した。具体的には、令和 3 年度に整理した標準データ⼊⼒項⽬を記録し
ている農業者や産地の実態や現状を参考とし、営農管理ソフトや GIS ソフトの機能により、病害⾍
等の情報を地図上に可視化し、その活⽤事例について複数整理している。また、産地ヒアリング、都
道府県へのアンケート等を通じて、メリットや実現課題等も整理した。 

 
なお、本提⾔は「筆ポリゴン等のデータを活⽤した病害⾍の総合防除の調査・実証業務有識者検

討会」により、全４回に亘って協議され、策定された（図表 1-1,1-2）。 
本調査・実証は、新たに営農管理ソフトや機能の開発・実証を実施するものではなく、筆ポリゴン

等のデータを活⽤した病害⾍・雑草の総合防除の実効性や利⽤可能性について検証を⾏うものであ
るため、産地や農業者等から提供された利⽤可能な実データに加えてダミーデータ（実際の病害⾍
の発⽣動態、地域の関連情報等を元にした想定される架空データ）を⽤いたモデル事例の検討等を
踏まえて、現状及び課題の整理を⾏ったものである。 

 

【図表 1-1 有識者委員⼀覧】 
⽒名 所属 
 池⽥ 健太郎 群⾺県農業技術センター環境部病害⾍係  
 越智 直 農研機構植物防疫研究部⾨ 
 曽根 信三郎 ⽇本植物防疫協会 常務理事 
 本多 健⼀郎 （元）農研機構中⽇本農業研究センター 
 神井 弘之※ 政策研究⼤学院⼤学政策研究院 ※オブザーバー  

 

【図表 1-2 有識者検討会の開催概要】 
開催⽇ 有識者検討会 主な協議事項 
2022 年 9 ⽉ 29 ⽇ 第 1 回有識者検討会 業務計画書、実施⽅針の確認 
2022 年 12 ⽉ 5 ⽇ 第 2 回有識者検討会 営農管理ソフトのモデル事例等について検討 
2023 年 1 ⽉ 31 ⽇ 第 3 回有識者検討会 GIS ソフトモデル事例、メリット及び実現課題について検討 
2023 年 3 ⽉６⽇ 第 4 回有識者検討会 提⾔書の取りまとめ 
注）各検討会には、委員として、図表 1-1 に⽰す有識者のほか、農林⽔産省消費・安全局植物防疫課防疫対策室が参加

（ただし、越智委員は第 1 回及び第 2 回検討会のみ参加）。また、第 3 回検討会には、各ベンダー担当者も参加した。 

 
 

農林⽔産省「筆ポリゴン等のデータを活⽤した病害⾍の総合防除の調査・実証業務」 

受託事業者 株式会社クニエ 
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1.3.  ⽤語説明 

・筆ポリゴン 
農林⽔産省が実施する耕地⾯積調査等の⺟集団情報として、全国の⼟地を隙間なく 200 メート

ル四⽅（北海道は、400 メートル四⽅）の区画に区分し、そのうち耕地が存在する約 290 万区画
について衛星画像等をもとに筆ごとの形状に沿って作成した農地の区画情報。 

 

「農林⽔産省 HP 筆ポリゴン」（https://www.maff.go.jp/j/tokei/porigon/） 
 
・営農管理ソフト 

ICT や IoT 技術を活⽤し、環境、栽培、収穫、労務、経営といった営農に係る情報を、部分的
または総合的に記録し、栽培管理や経営管理、農機連携、GAP 管理、病害⾍管理等の管理に活⽤
するソフトウェア。IT ベンダーや農機メーカー、農薬メーカー等、様々な企業や組織が開発、リ
リースしている。本提⾔では、各種管理ソフトを総称して「営農管理ソフト」と呼ぶ。 
 

・総合防除 
「総合防除」とは、有害動物⼜は有害植物の防除のうち、その発⽣及び増加の抑制並びにこれが

発⽣した場合における駆除及びまん延の防⽌を適時で経済的なものにするために必要な措置を総
合的に講じて⾏うものをいう。（改正植物防疫法 第 22 条第 2 項） 

なお、「総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針」（平成 17 年９⽉）において、“総合的病害
⾍・雑草管理とは、利⽤可能なすべての防除技術を経済性を考慮しつつ慎重に検討し、病害⾍・雑
草の発⽣増加を抑えるための適切な⼿段を総合的に講じるものであり、これを通じ、⼈の健康に
対するリスクと環境への負荷を軽減、あるいは最⼩の⽔準にとどめるものである。また、農業を
取り巻く⽣態系の攪乱を可能な限り抑制することにより、⽣態系が有する病害⾍及び雑草抑制機
能を可能な限り活⽤し、安全で消費者に信頼される農作物の安定⽣産に資するものである。”と定
義されているが、改正植物防疫法における「総合防除」と、「総合的病害⾍・雑草管理（IPM）」
について、病害⾍・雑草防除に対する基本的な考え⽅⾃体は変わらない。 

「みどりの⾷料システム戦略」においても、同戦略の KPI「2050 年までに化学農薬の使⽤量（リ
スク換算）を 50%低減」を達成するための施策の１つとして、「化学農薬のみに依存しない総合
的病害⾍管理体系の確⽴・普及」が謳われている。 
 

・標準データ⼊⼒項⽬ 
  営農管理ソフトの開発主体は、IT ベンダーや農機メーカー、 農薬メーカー等様々であり、設計

思想やデータ⼊⼒項⽬が各社で異なるため、データを活⽤した総合防除の普及に際し、各社がデ
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ータ⼊⼒項⽬を独⾃設定しては、データ⼊⼒項⽬が乱⽴してしまい、地域で⾯的に評価する際に
⽀障をきたすと考えられる。そこで、平時から幅広い病害⾍に対応するデータを活⽤した総合防
除の PDCA に必要なデータ⼊⼒内容を、令和３年度「筆ポリゴンを活⽤した総合的病害⾍管理⼿
法の検証・分析に向けた調査」において、農林⽔産省「IPM 実践指標モデル」や JGAP、
GLOBALG.A.P、を参考とし、圃場基礎情報、栽培、病害⾍管理、結果、その他の類型により、お
おそよ営農の流れに準じて整理したデータ項⽬。本提⾔書の末尾に参考図表として掲載している
ので、参考にされたい。 

 
・WAGRI 

気象や農地、収量予測など農業に役⽴つデータやプログラムを API として提供する協調的なデ
ータ連携基盤である。WAGRI の会員になることで、IT ベンダーや農機メーカー等は、適宜、様々
な農業関連データやプログラムを組み合わせ、農業者の⽣産性と収益性を向上させる Web サービ
スやアプリケーション等を簡単に開発することができ、また、Web サイトやスマートフォンを通
じて提供することが可能。 
https://wagri.naro.go.jp/ 
https://wagri.net/ja-jp/ 
 

・農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン 
農林⽔産省により令和 2 年 3 ⽉ 12 ⽇に策定された、農業分野におけるデータ授受に関する契約

の考え⽅およびひな型を定めたガイドライン。 

 
「農林⽔産省 HP 農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン」 
（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html） 
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2.  データを活⽤した総合防除のモデル事例（営農管理ソフト） 

本章では、IT ベンダー等４社がサービス提供している営農管理ソフトの概要とともに、総合防除
における活⽤⽅法及び特徴とメリットを紹介する。営農管理ソフトを導⼊し、総合防除における活
⽤を検討している農業者や普及機関等の参考とされたい。 

2.1.  モデル事例作成の考え⽅ 

筆ポリゴンやデータを活⽤し病害⾍・雑草の総合防除を実施するには、まずはデータの記録が必
須であるが、圃場単位且つ時系列にデータをアナログで管理することは困難である。そこで、近年、
普及が進む営農管理ソフトを利⽤することが有効と考えられる。 

営農管理ソフトは、農機メーカーや IT ベンダー、農薬メーカー等、多⽤な企業等が、様々な⽤途
で開発し、普及を進めている（図表 2-1）。 
 

【図表 2-1 営農管理ソフトの対象ユーザーと⽬的・活⽤⽅法例】 

 
 

そこで、本事業では、それぞれ特徴を有する４つのベンダー、BASF ジャパン株式会社、株式会社
ファーム・アライアンス・マネジメント、ベジタリア株式会社、リデン株式会社に協⼒をいただき、
総合防除に資する各社の営農管理ソフトの活⽤⽅法及び特徴とメリットについて整理した。具体的
には、各営農管理ソフトの機能が、総合防除の観点から、誰に対して（Who）、どのような活⽤⽅法
によって（How）、どのような価値をもたらすのか（What）の整理を⾏った。また、価値について
は、令和 3 年度提⾔4で⽰したように、作業ごとに改善を重ねる短期の PDCA と、作期ごとに改善を
重ねる⻑期の PDCA 毎に検討・整理した。 

なお、1.2 にも記載のとおり、ここで⽰しているモデル事例（図表）には、筆ポリゴン等のデータ
を活⽤した病害⾍の総合防除の実効性や利⽤可能性について検証を⾏うため、また、協⼒いただい
た産地や農業者の営農情報保護の観点及び将来的な活⽤可能性を⽰す観点からも、実データだけで
なくダミーデータ（実際の病害⾍の発⽣動態、地域の関連情報等を元にした想定される架空データ）
も使⽤されている。本提⾔書では、概要のみ紹介することとし、モデル事例の詳細は別添「モデル事
例（プロセス別の特徴とメリット）」を参照されたい。 
   

 
4  データを活⽤した総合防除における PDCA は、時間軸と対象範囲によって多様である。時間軸には、営農期

間中に予防・防除等の評価を⾏い作業毎に改善を重ねていく短期的な PDCA と、作期全体を通して評価を
実施し作毎に改善を重ねていく⻑期的な PDCA があると考えられる。 
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2.2.  BASF ジャパン【xarvio® FIELD MANAGER（ザルビオ フィールドマネージ
ャー）】 

BASF ジャパン株式会社（東京都中央区）は、ドイツに本社を置く総合化学メーカー、BASF の⽇
本⽀社である。農薬や除草剤といった農業資材の製造販売を⾏うが、圃場・栽培管理ソフトも開発、
展開している。「xarvio® FIELD MANAGER（ザルビオ フィールドマネージャー）」は、衛星画像
と AI 解析ツールを駆使した分析ツールであり、様々な洞察を⾃動で解析し提供する（図表 2-2、参
考図表 1）。 

ザルビオ フィールドマネージャーは、気象データや衛星画像を⾃動取得し、品種や防除資材の特
性を踏まえた上で、⽣育ステージ予測や病害・雑草発⽣予測、適期防除の推奨を⾏う。これにより農
業者は、予測に基づく局所施肥など適切な肥培管理、迅速な病害⾍対策が可能となる他、連作障害
も考慮したアルゴリズムであるため、作期全体を通した作業の最適化も可能となる（図表 2-3）。ま
た、アカウント連携により、農業者だけでなく、他の経営体や普及機関ともデータを共有すること
ができ、⾯的に病害⾍・雑草リスクを可視化することで、普及機関の防除指導も含め、地域で迅速な
対策の実践ができる。このように、ザルビオ フィールドマネージャーは、衛星画像解析技術と AI を
駆使し、データ収集から実践⾏動まで、省⼒的且つ⾯的にデータを活⽤した総合防除を補助するツ
ールと考えられる（図表 2-4）。 
 

【図表 2-2 営農管理ソフト「xarvio® FIELD MANAGER（ザルビオ フィールドマネージャー）」の概要】 

特徴 

 衛星画像と AI を活⽤し作物の栽培管理最適化を⽀援するスマート農業システム。PC（クラウド）、タブ
レット、スマートフォンアプリのいずれでも利⽤可能。 

 25 年の研究開発による 60 以上の予測モデルに基づき最適な栽培管理を提案。各圃場の作業履歴等
を GIS 情報とともに効率的に管理可能。 

 ⼊⼒されたデータに加え、品種特性、気象情報、⼈⼯衛星画像等を AI が⾃動解析し、作物の⽣育や
病害・雑草の発⽣を予測、スマート農機連携も通じて、施肥や防除の最適化を⽀援する。 

イメージ 
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 【図表 2-3 営農管理ソフト「xarvio® FIELD MANAGER（ザルビオ フィールドマネージャー）」の総合防
除における活⽤⽅法】 

 
 
【図表 2-4 営農管理ソフト「xarvio® FIELD MANAGER（ザルビオ フィールドマネージャー）」の総合防除

に関連した特徴とメリット】 

※番号毎の機能の詳細は、別添「モデル事例（プロセス別の特徴とメリット）」を参照 
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2.3.  ファーム・アライアンス・マネジメント【ファームレコーズ、ファームチャット】 

株式会社ファーム・アライアンス・マネジメント（東京都千代⽥区）は、国際認証グローバル GAP
のコンサルティングや各種農業 ICT サービスなどを提供している。この知⾒を活かし、GAP 認証に
対応した営農管理ツール「ファームレコーズ」及び農業関係者のチャットツール「ファームチャッ
ト」を全国に展開している。 

ファームレコーズは、GAP に対応した営農管理ツールであり、畑作、施設園芸、果樹を中⼼に、
各産地で使⽤されている（図表 2-5、参考図表 1）。また、ファームチャットは、全国の農業者や普
及機関、⼩売等の農業関係者に広く展開しているビジネスチャットツールで、市況情報や農薬、資
材といった様々な情報を⼊⼿、意⾒交換ができる（図表 2-6、参考図表 1）。 

ファームレコーズは、作業履歴の内容をカスタマイズすることができ、栽培体系に合わせてデー
タ⼊⼒が可能であり、⼊⼒した内容はリアルタイムに地図上にも反映される。この機能を活⽤する
ことにより、病害⾍が発⽣した際に、迅速に臨機防除等の対応ができる他、作期全体を通して記録
を振り返ることにより、次作の作付計画や防除計画の策定に活かすことができる（図表 2-7）。 

また、営農計画をガントチャート上に表⽰することもでき、防除を含めた⼯程管理を着実に実⾏
できる上、⼯程全体を振り返り、次作の作業⼯程管理の改善も図ることも可能である。 

⼀⽅、ファームチャットは、農業者同⼠や農業者と普及機関間のコミュニケーション機能や、病
害⾍防除所の発⽣予察情報の周知機能5も有し、まん延リスクのある病害⾍に対し、いち早く対策を
施すこともできる。 

こうしたツール及び機能を駆使することで、ユーザーの⽬的に応じ病害⾍発⽣情報も含めたデー
タ収集ができ、より正確な分析と着実な栽培管理が可能となり、経営体だけでなく地域を巻き込ん
だデータを活⽤した総合防除の実践を図ることができる（図 2-8）。 
  

 
5  農林⽔産省「令和４年度みどりの⾷料システム戦略実現技術開発・実証事業費補助⾦等のうちスマート農

業の総合推進対策のうち農林⽔産データ管理・活⽤基盤強化事業」を活⽤して、都道府県の病害⾍防除所
が公開している発⽣予察情報を WAGRI の予察情報 API として提供する仕組みが構築された。予察情報
API は、令和 5 年 4 ⽉末から 5 ⽉にかけて提供が開始される予定。 
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【図表 2-5 営農管理ソフト「ファームレコーズ」の概要】 

特徴 

 GAP 認証取得を⽬的として導⼊する農家が多く、肥培管理や薬剤散布の情報が積極的に⼊⼒されてい
る。 

 圃場に紐づけて作業内容を記録することができる。 
 作業者 ID の作成に制限はなく、農場全体で利⽤することができる。 

イメージ 

 

 
 

 
【図表 2-6 営農管理ソフト「ファームチャット」の概要】 

特徴 
 WAGRI の様々な API と連携しており、栽培に役⽴つ情報などにアクセスすることができる。 
 産地の部会等、特定の組織内のみでユーザー連携が可能。またチャット情報も無期限でクラウド上に保管

することができる。 

イメージ 
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【図表 2-7 営農管理ソフト「ファームレコーズ」及び「ファームチャット」の総合防除における活⽤⽅法】 

 
 
【図表 2-8 営農管理ソフト「ファームレコーズ」と「ファームチャット」の総合防除に関連した特徴とメリット】 

※番号毎の機能の詳細は、別添「モデル事例（プロセス別の特徴とメリット）」を参照 
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2.4.  ベジタリア【スマートファームウォッチ】 

ベジタリア株式会社（東京都渋⾕区）は、IoT センサー開発や植物病院事業等の農業コンサルティ
ング事業等を展開している IT ベンダーである。同社の「スマートファームウォッチ」は、⽔稲にお
いて、IoT センサーや気象情報を活⽤し、各種環境情報、⽣育情報を「スマート栽培暦」として分か
りやすく表⽰する等して、営農管理や防除管理を⽀援する（図表 2-9、参考図表 1）。 

スマートファームウォッチは、独⾃の⽔⽥環境センサーやカメラといった IoT を駆使し、⽣育や
環境の動向がひと⽬⾒てわかる「スマート栽培暦」をソフト上に⽰し、営農管理の振り返りや病害
⾍の発⽣要因分析を補助する（図表 2-10）。病害⾍の発⽣状況を地図上に反映することもでき、迅
速、⾯的な防除対策検討の参考となる。また、普及機関とアカウントを共有することで、各農家のア
カウントに対して、発⽣予察情報を周知し、地域全体に病害⾍防除の喚起を⾏うことができる。 

このように、スマートファームウォッチは、センシング・IoT 技術や直感的に理解しやすいユーザ
ーインターフェースを基に、データを活⽤した病害⾍管理を、農業者単位、地域単位の実践を⽀援
するツールといえる（図表 2-11）。 

 

【図表 2-9 営農管理ソフト「スマートファームウォッチ」の概要】 

特徴 
 圃場の IoT センサーやメッシュ気象情報から、各種環境情報や⽣育情報を筆ポリゴン毎に記録し、「スマー

ト栽培暦」として分かりやすく表⽰。 
 農機シェアリング管理、経営管理、他システム（WAGRI 等）との連携が可能。 

イメージ 
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【図表 2-10 営農管理ソフト「スマートファームウォッチ」の総合防除における活⽤⽅法】 

 
 
【図表 2-11 営農管理ソフト「スマートファームウォッチ」の総合防除に関連した特徴とメリット】 

※番号毎の機能の詳細は、別添「モデル事例（プロセス別の特徴とメリット）」を参照 
※SPAD 値 … 植物の葉に含まれる葉緑素（クロロフィル）量を表す数値  

 

   


